
明光レポート
第39期

2022年9月1日～
2023年8月31日

MEIKO
NETWORK
JAPAN

証券コード：4668会社概要 （2023年8月31日現在）

商 号 株式会社明光ネットワークジャパン
代 表 者 代表取締役社長　山下一仁
設 立 1984年（昭和59年）9月
資 本 金 9億7,251万円
従業員数 1,040名（連結）

取引銀行 三菱UFJ銀行　三井住友銀行　みずほ銀行　
りそな銀行　三井住友信託銀行

本 社
〒160-0023 東京都新宿区西新宿7丁目20番1号
住友不動産西新宿ビル 30F　
TEL 03-5860-2111

会社概要

上席執行役員
坂元　考行 浅水　真人
執 行 役 員
渡辺　修司 古川　直史 江藤　佳弘 楯山　洋朗

取 締 役 会 長 渡邉　弘毅

代表取締役社長 山下　一仁

取締役副社長 岡本　光太郎

常 務 取 締 役 谷口　康忠

取 締 役 小宮山　大

社 外 取 締 役
常勤監査等委員 神坐　浩
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 青野　奈々子
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 熊王　斉子
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 岩瀬　香奈子
相 談 役 奥井　世志子

取締役・相談役・執行役員

（自己株式数を除く）

発行可能株式数 72,405,000株
発行済株式総数 25,345,492株

１単元の株式数 100株
株主数 86,180名

株式の状況

事 業 年 度 毎年9月1日から翌年8月31日まで
定時株主総会 毎年11月

基 準 日
定時株主総会・期末配当の基準日は毎年8月
31日、中間配当の基準日は毎年2月末日、その
他必要があるときはあらかじめ公告いたします。

公 告 方 法
当会社の公告方法は、電子公告とします。た
だし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない
場合は、日本経済新聞に掲載して行います。

株主メモ

株主名簿管理人・特別口座の口座管理機関へのお問い合わせ
株主名簿管理人及び特別口座の口座管理機関
三井住友信託銀行株式会社
株主名簿管理人事務取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵送物送付先） 〒168‒0063　東京都杉並区和泉二丁目８番４号
 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先） 電話　0120‒782‒031（フリーダイヤル）
 受付時間　9：00～17：00（土日休日を除く）
インターネットホームページURL
https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/

（よくあるご質問（FAQ））
https://faq-agency.smtb.jp/?site_domain=personal

【株式に関する住所変更等のお手続きについてのご照会】
証券会社の口座をご利用の株主様は、三井住友信託銀行株式会社
ではお手続きができませんので、取引証券会社へご照会ください。
証券会社の口座をご利用でない株主様は、上記電話照会先までご
連絡ください。なお、お手続き方法やよくあるご質問は、上記「よく
あるご質問（FAQ）」サイトでご確認いただけます。

下記URLにアクセスいただき、アクセスキー入力後に表示される
アンケートサイトにてご回答ください。

株主の皆さまの声をお聞かせください

スマートフォンから
カメラ機能で
QRコードを読み取り

QRコードは株式会社デンソーウェーブ
の登録商標です。

https://koekiku.jp
アクセスキー　46684rVm

当社では、株主の皆さまの声を
お聞かせいただくため、
アンケートを実施いたします。
お手数ではございますが、
アンケートへのご協力を
お願いいたします。

ご回答いただいた方の中から抽選で薄謝を進呈させていただきます。

本アンケートは、株式会社プロネクサスの提供する
「コエキク」サービスにより実施いたします。
https://www.pronexus.co.jp/

アンケートのお問い合わせ
「コエキク事務局」
      koekiku@pronexus.co.jp

株式会社明光ネットワークジャパン

〒160-0023
東京都新宿区西新宿7丁目20番1号
住友不動産西新宿ビル30F
TEL 03-5860-2111　
銘柄コード 4668
https://www.meikonet.co.jp

未来社会に向けて、
お客様視点に立ち、

高い付加価値を
創造します。
代表取締役社長
山下 一仁

株主の
皆様へ

「やればできる」の記憶をつくる
Statement

P u r p o s e

明光ネットワークジャパンは「自分にＹＥＳ」を出せる人づくりをします。
新しい“め”を育み、新しきに繋がる記憶と勇気をつくります。

創造性豊かな社会の実現のために、新しい価値を発揮し続けます。

“Bright Light for the Future”
V i s i o n

人の可能性をひらく企業グループとなり
輝く未来を実現する

V a l u e s
隣に立つ

前でも、後ろでもない。
向き合うでもない。

同じ目線で、
同じ方向を見る。

繋ぐ
点と点を繋ぎ、

新たな結び目を創る。
新結合によって
新価値を生む。

自分にYES
自分にYESを出せる

自分でいる。
判断行動する。
社会をつくる。

株 式 会 社 明 光 ネットワ ー クジャパ ン

　予測不可能なVUCAの時代になり、社会は激しく変化しています。特
に新型コロナウイルス感染症は、私たちの生活、価値観、行動様式、社
会のシステムを根底から覆しました。教育ビジネスも例外ではなく、私
たち明光ネットワークジャパンも否応なしに大きな変化を迫られており、

“蛻変の経営”を推進しています。このような中、経済合理性を追い求め
るだけではなく、私たちはなぜ存在するのか？という企業の社会的存在
意義への問いに答えなければ、これからの厳しい環境下で生き残って
いけません。そこで、未来社会に向けた私たちの存在意義、在り方であ
る“Purpose”、行動指針である“Value”、そして“Vision”を策定し、進
化の過程である明光ネットワークジャパンとその先の未来のために、改
めて進化の向かう先を宣言します。

これからの明光ネットワークジャパンとその先の未来へ
選ばれ続ける企業となるために

Purpose

　当期の1株当たり年間配当金につきましては、24円とさせて
いただきます。なお、株主優待制度につきましては、保有株式
数並びに継続保有年数によりQUOカードを贈呈させていただ
きます。
　来期の配当につきましては、これまでご支援いただきました
株主の皆様への感謝の意を表すとともに、創業40周年を記念
して、2024年８月期第２四半期末の配当金におきまして、１株
当たり10円の創業40周年記念配当（特別配当）を実施し、1株
当たり年間配当金34円を予定しております。
　また、株主優待制度につきましては、保有株式数並びに継続保
有年数に応じて、QUOカードを贈呈させていただく予定です。
　株主の皆様には、今後ともご指導とご鞭撻を賜りますようお
願い申し上げます。

配当・株主優待制度について

財務ハイライト

売上高（単位：百万円）

第39期第38期第37期

19,039 19,674
20,871

純利益（単位：百万円）

第39期第38期第37期

1,140
974

809

自己資本比率（単位：％）

第39期第38期第37期

70.9
68.768.4

経常利益（単位：百万円）

第39期第38期第37期

1,113

1,289 1,243

208億71百万円
（前期比 6.1%増）

売上高

10億64百万円
（前期比 8.9%減）

営業利益

12億43百万円
（前期比 3.6%減）

経常利益

8億09百万円
（前期比 17.0％減）

親会社に帰属する当期純利益

　株主の皆様には、日頃より格別のご高配を賜り、厚く御礼申
し上げます。
　当社は第38期を初年度とする中期3ヶ年計画を策定し、中期
経営方針を「ファン・イノベーション“Fan・Fun Innovation”」
としました。第39期は中期経営方針を加速させる年度と位置
づけ、既存の明光義塾を中心とした教育事業に加えて、新たに
人材事業の強化を進めることで、社会環境の変化に強い事業
ポートフォリオへの変革を図りながら、持続的な企業価値の向
上と成長を目指してまいりました。
　その結果として、連結決算で売上高は20,871百万円、営業
利益は1,064百万円、経常利益は1,243百万円、親会社株主に
帰属する当期純利益は809百万円となりました。
　株主の皆様には、今後とも変わらぬご支援を賜りますよう、
よろしくお願い申し上げます。

はじめに
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株 式 会 社 明 光 ネットワ ー クジャパ ン

　予測不可能なVUCAの時代になり、社会は激しく変化しています。特
に新型コロナウイルス感染症は、私たちの生活、価値観、行動様式、社
会のシステムを根底から覆しました。教育ビジネスも例外ではなく、私
たち明光ネットワークジャパンも否応なしに大きな変化を迫られており、

“蛻変の経営”を推進しています。このような中、経済合理性を追い求め
るだけではなく、私たちはなぜ存在するのか？という企業の社会的存在
意義への問いに答えなければ、これからの厳しい環境下で生き残って
いけません。そこで、未来社会に向けた私たちの存在意義、在り方であ
る“Purpose”、行動指針である“Value”、そして“Vision”を策定し、進
化の過程である明光ネットワークジャパンとその先の未来のために、改
めて進化の向かう先を宣言します。

これからの明光ネットワークジャパンとその先の未来へ
選ばれ続ける企業となるために

Purpose 次期の見通し

　当期の1株当たり年間配当金につきましては、24円とさせて
いただきます。なお、株主優待制度につきましては、保有株式
数並びに継続保有年数によりQUOカードを贈呈させていただ
きます。
　来期の配当につきましては、これまでご支援いただきました
株主の皆様への感謝の意を表すとともに、創業40周年を記念
して、2024年８月期第２四半期末の配当金におきまして、１株
当たり10円の創業40周年記念配当（特別配当）を実施し、1株
当たり年間配当金34円を予定しております。
　また、株主優待制度につきましては、保有株式数並びに継続保
有年数に応じて、QUOカードを贈呈させていただく予定です。
　株主の皆様には、今後ともご指導とご鞭撻を賜りますようお
願い申し上げます。
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親会社に帰属する当期純利益

明光ネットワークジャパングループ
学習塾事業

その他事業

株式会社MAXIS
エデュケーション

株式会社
One link

株式会社
クース・コーポレーション

株式会社
ケイライン

株式会社
TOMONI

海
外
事
業

国際人材開発
株式会社
株式会社
早稲田EDU

日本語学校事業

株式会社
古藤事務所

学習支援事業

Go Good
株式会社

DX事業

明光義塾を運営するグループ会社

NEXCUBE Corporation,Inc
「明光義塾」個別指導プログラムの提供・FC展開

韓
国

明光文教事業股份有限公司
「明光義塾」の運営・FC展開

台
湾AI活用の自立学習塾

Simple株式会社

人材事業

株式会社明光キャリア
パートナーズ

英語学童保育

学童保育+習い事

個別英語スクール

サッカースクール

プログラミング教室

旅行・イベント事業

配当・株主優待情報

年間配当性向35％以上を基本として、業績に連動して株
主の皆様に対する利益還元と、成長投資に必要な自己
資本の充実の最適なバランスを勘案した上で決定いた
します。また株主優待制度は、毎年8月31日現在の株主
名簿に記載又は記録された1単元（100株）以上の当社
株式を保有されている株主様に対して、保有株式数並び
に継続保有年数により、ＱＵＯカードを贈呈いたします。
株主の皆様におかれましては、何卒ご理解賜りますよう
お願い申し上げます。

配当政策
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0

10

20

30

40

第40期第39期第38期

2422

0

35

70

105

140

74.6
56.6

104.5
（予想）

配当額 連結配当性向 34
（予想）

配当額と配当性向推移

※株主名簿に同一番号で3年（7基準日）連続で記載されている状態

対象となる株主様 8月31日（基準日）現在の株主様

優待内容 保有株式数並びに
継続保有年数により
以下の通りの金額相当の
QUOカードを贈呈

継続保有
3年未満 継続保有３年以上※

100株以上
500株未満 500円相当 1,500円相当

500株以上
1,000株未満 1,000円相当 2,000円相当

1,000株以上 1,500円相当 2,500円相当

継続保有年数

保有株式数

株主優待

売上高 220億円 （前期比   5.4%増）

営業利益 12億円 （前期比 12.7%増）

経常利益 12億50百万円（前期比   0.6%増）
親会社株主に帰属
する当 期 純 利 益 8億20百万円（前期比   1.4%増）

直営 458教室 （子会社5社含む）
FC 1,296教室
■ 北海道   68教室
■ 東北   132教室
■ 北関東・甲信越   230教室
■ 東京   171教室
■ 神奈川・静岡   149教室
■ 千葉   130教室
■ 埼玉   114教室
■ 中部・東海・北陸   221教室
■ 近畿   255教室
■ 中国・四国（山口県除く）   140教室
■ 九州・沖縄（山口県含む）   144教室

（2023年8月31日現在）

　株主の皆様には、日頃より格別のご高配を賜り、厚く御礼申
し上げます。
　当社は第38期を初年度とする中期3ヶ年計画を策定し、中期
経営方針を「ファン・イノベーション“Fan・Fun Innovation”」
としました。第39期は中期経営方針を加速させる年度と位置
づけ、既存の明光義塾を中心とした教育事業に加えて、新たに
人材事業の強化を進めることで、社会環境の変化に強い事業
ポートフォリオへの変革を図りながら、持続的な企業価値の向
上と成長を目指してまいりました。
　その結果として、連結決算で売上高は20,871百万円、営業
利益は1,064百万円、経常利益は1,243百万円、親会社株主に
帰属する当期純利益は809百万円となりました。
　株主の皆様には、今後とも変わらぬご支援を賜りますよう、
よろしくお願い申し上げます。

はじめに

　中期経営計画最終年度は、未来社会に向けてお客様視点
に立ち、「人的資本経営」と「デジタル経営」を実現し、「高い
付加価値」を創造する年度といたしました。
　明光義塾FC事業の再成長を目指す一方で、好調な明光
義塾直営事業によるドミナント戦略を、より積極的に推進し
てまいります。

明光義塾　1,754教室
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監 査 等 委 員 青野　奈々子
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 熊王　斉子
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 岩瀬　香奈子
相 談 役 奥井　世志子

取締役・相談役・執行役員

（自己株式数を除く）

発行可能株式数 72,405,000株
発行済株式総数 25,345,492株

１単元の株式数 100株
株主数 86,180名

株式の状況

事 業 年 度 毎年9月1日から翌年8月31日まで
定時株主総会 毎年11月

基 準 日
定時株主総会・期末配当の基準日は毎年8月
31日、中間配当の基準日は毎年2月末日、その
他必要があるときはあらかじめ公告いたします。

公 告 方 法
当会社の公告方法は、電子公告とします。た
だし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない
場合は、日本経済新聞に掲載して行います。

株主メモ

トピックス

経済産業省「リスキリングを通じたキャリアアッ
プ支援事業」の補助対象事業者として、一次公
募・二次公募ともに採択

　政府が進めている「新しい資本主義」の重点テーマと
して人材への投資による日本経済の活性化が掲げられ
ています。この「成長と分配」施策の中でも人的資本へ
の投資、すなわちリスキリングにより人的資本価値を高
め、生産性や賃金の向上を実現する転職を推進する

「労働市場の流動化」の普及拡大が挙げられております。

　そして、政府が推進するリスキリング・学び直しの領
域において、当社グループ会社で人材・研修事業を手
掛ける株式会社明光キャリアパートナーズが、経済産
業省の「リスキリングを通じたキャリアアップ支援事業」
の補助対象事業者として、一次公募に続き二次公募に
も採択されました。
　日本の生産年齢人口の減少、働き手不足という社会
課題に対して、教育×人材で「高い付加価値」を創造し
てまいります。

リスキリング

株主名簿管理人・特別口座の口座管理機関へのお問い合わせ
株主名簿管理人及び特別口座の口座管理機関
三井住友信託銀行株式会社
株主名簿管理人事務取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵送物送付先） 〒168‒0063　東京都杉並区和泉二丁目８番４号
 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先） 電話　0120‒782‒031（フリーダイヤル）
 受付時間　9：00～17：00（土日休日を除く）
インターネットホームページURL
https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/

（よくあるご質問（FAQ））
https://faq-agency.smtb.jp/?site_domain=personal

【株式に関する住所変更等のお手続きについてのご照会】
証券会社の口座をご利用の株主様は、三井住友信託銀行株式会社
ではお手続きができませんので、取引証券会社へご照会ください。
証券会社の口座をご利用でない株主様は、上記電話照会先までご
連絡ください。なお、お手続き方法やよくあるご質問は、上記「よく
あるご質問（FAQ）」サイトでご確認いただけます。

下記URLにアクセスいただき、アクセスキー入力後に表示される
アンケートサイトにてご回答ください。

株主の皆さまの声をお聞かせください

スマートフォンから
カメラ機能で
QRコードを読み取り

QRコードは株式会社デンソーウェーブ
の登録商標です。

https://koekiku.jp
アクセスキー　46684rVm

当社では、株主の皆さまの声を
お聞かせいただくため、
アンケートを実施いたします。
お手数ではございますが、
アンケートへのご協力を
お願いいたします。

ご回答いただいた方の中から抽選で薄謝を進呈させていただきます。

本アンケートは、株式会社プロネクサスの提供する
「コエキク」サービスにより実施いたします。
https://www.pronexus.co.jp/

アンケートのお問い合わせ
「コエキク事務局」
      koekiku@pronexus.co.jp

株式会社明光ネットワークジャパン

〒160-0023
東京都新宿区西新宿7丁目20番1号
住友不動産西新宿ビル30F
TEL 03-5860-2111　
銘柄コード 4668
https://www.meikonet.co.jp

人的資本経営

■人的資本経営の推進
　私たちは、“Purpose”を起点として“蛻変（ぜいへん）”を 繰り返しながら、FanとFunを繋ぐInnovation（＝新結合）により、
時代のニーズを見据えたサービスを提供する事業の創出 と、ファンづくりを推進し、未来への価値を創造することで「人の
可能性をひらく企業グループ」となり輝く未来を実現しま す。
　そのためには、社員それぞれの個性を多様性として活か し、個人の主体性を引出しながらお互いに切磋琢磨し、成長する
ことが不可欠であると考えます。
　「社員の成長こそ明光グループの成長」と捉え、社員の 「スキルと能力開発」、「リーダー育成とサクセッション」、「DXと
CXの推進」、「ダイバーシティ＆インクルージョン」、「Well- being」という人的資本投資を通じ、社員全員が自らの仕事に誇
りを持ち、個々の力を発揮することで、人の可能性をひらく 企業グループとなり輝く未来を実現します。

明光ネットワークジャ パン 人的資本経営

“Purpose” 「やれば できるの記憶をつくる」
未来社会に向けた当社の存在意義、在り 方である“Purpose”、行動指針である“Values”、
そして“Vision”を理解し、共感して、自分 事として主体的に共鳴する 

人的 資本投資

スキルと能力開発

未来を切り開く社員の自律
的学び、成長の支援

リーダー育成と
サクセッション

未来を担うリーダーの創出
を強く推進

DXと CXの推進

CX（ 顧 客体験価値）の
向上を 推進するため
の D X 人材の育成

ダイバーシティ&
インクルージョン

多様なバックグラウンドを
持った人材を活かしその能
力が最大限発揮できる機会
を提供

Well-being

Fun（ワクワク、楽しさ）づく
りこそ人材の成長の原点で
あり、楽しみながらも働きが
いがあり、人材が成長でき
る職場環境を構築

価 値創造

“Vision” 人の可能性をひらく企 業グループとなり輝く未来を実現する



未来社会に向けて、
お客様視点に立ち、

高い付加価値を
創造します。
代表取締役社長
山下 一仁

株主の
皆様へ

「やればできる」の記憶をつくる
Statement

P u r p o s e

明光ネットワークジャパンは「自分にＹＥＳ」を出せる人づくりをします。
新しい“め”を育み、新しきに繋がる記憶と勇気をつくります。

創造性豊かな社会の実現のために、新しい価値を発揮し続けます。

“Bright Light for the Future”
V i s i o n

人の可能性をひらく企業グループとなり
輝く未来を実現する

V a l u e s
隣に立つ

前でも、後ろでもない。
向き合うでもない。

同じ目線で、
同じ方向を見る。

繋ぐ
点と点を繋ぎ、

新たな結び目を創る。
新結合によって
新価値を生む。

自分にYES
自分にYESを出せる

自分でいる。
判断行動する。
社会をつくる。

株 式 会 社 明 光 ネットワ ー クジャパ ン

　予測不可能なVUCAの時代になり、社会は激しく変化しています。特
に新型コロナウイルス感染症は、私たちの生活、価値観、行動様式、社
会のシステムを根底から覆しました。教育ビジネスも例外ではなく、私
たち明光ネットワークジャパンも否応なしに大きな変化を迫られており、

“蛻変の経営”を推進しています。このような中、経済合理性を追い求め
るだけではなく、私たちはなぜ存在するのか？という企業の社会的存在
意義への問いに答えなければ、これからの厳しい環境下で生き残って
いけません。そこで、未来社会に向けた私たちの存在意義、在り方であ
る“Purpose”、行動指針である“Value”、そして“Vision”を策定し、進
化の過程である明光ネットワークジャパンとその先の未来のために、改
めて進化の向かう先を宣言します。

これからの明光ネットワークジャパンとその先の未来へ
選ばれ続ける企業となるために

Purpose 次期の見通し

　当期の1株当たり年間配当金につきましては、24円とさせて
いただきます。なお、株主優待制度につきましては、保有株式
数並びに継続保有年数によりQUOカードを贈呈させていただ
きます。
　来期の配当につきましては、これまでご支援いただきました
株主の皆様への感謝の意を表すとともに、創業40周年を記念
して、2024年８月期第２四半期末の配当金におきまして、１株
当たり10円の創業40周年記念配当（特別配当）を実施し、1株
当たり年間配当金34円を予定しております。
　また、株主優待制度につきましては、保有株式数並びに継続保
有年数に応じて、QUOカードを贈呈させていただく予定です。
　株主の皆様には、今後ともご指導とご鞭撻を賜りますようお
願い申し上げます。

配当・株主優待制度について

財務ハイライト

売上高（単位：百万円）

第39期第38期第37期

19,039 19,674
20,871

純利益（単位：百万円）

第39期第38期第37期

1,140
974

809

自己資本比率（単位：％）

第39期第38期第37期

70.9
68.768.4

経常利益（単位：百万円）

第39期第38期第37期

1,113

1,289 1,243

208億71百万円
（前期比 6.1%増）

売上高

10億64百万円
（前期比 8.9%減）

営業利益

12億43百万円
（前期比 3.6%減）

経常利益

8億09百万円
（前期比 17.0％減）

親会社に帰属する当期純利益

明光ネットワークジャパングループ
学習塾事業

その他事業

株式会社MAXIS
エデュケーション

株式会社
One link

株式会社
クース・コーポレーション

株式会社
ケイライン

株式会社
TOMONI

海
外
事
業

国際人材開発
株式会社
株式会社
早稲田EDU

日本語学校事業

株式会社
古藤事務所

学習支援事業

Go Good
株式会社

DX事業

明光義塾を運営するグループ会社

NEXCUBE Corporation,Inc
「明光義塾」個別指導プログラムの提供・FC展開

韓
国

明光文教事業股份有限公司
「明光義塾」の運営・FC展開

台
湾AI活用の自立学習塾

Simple株式会社

人材事業

株式会社明光キャリア
パートナーズ

英語学童保育

学童保育+習い事

個別英語スクール

サッカースクール

プログラミング教室

旅行・イベント事業

配当・株主優待情報

年間配当性向35％以上を基本として、業績に連動して株
主の皆様に対する利益還元と、成長投資に必要な自己
資本の充実の最適なバランスを勘案した上で決定いた
します。また株主優待制度は、毎年8月31日現在の株主
名簿に記載又は記録された1単元（100株）以上の当社
株式を保有されている株主様に対して、保有株式数並び
に継続保有年数により、ＱＵＯカードを贈呈いたします。
株主の皆様におかれましては、何卒ご理解賜りますよう
お願い申し上げます。

配当政策

（円） （％）
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56.6
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（予想）

配当額 連結配当性向 34
（予想）

配当額と配当性向推移

※株主名簿に同一番号で3年（7基準日）連続で記載されている状態

対象となる株主様 8月31日（基準日）現在の株主様

優待内容 保有株式数並びに
継続保有年数により
以下の通りの金額相当の
QUOカードを贈呈

継続保有
3年未満 継続保有３年以上※

100株以上
500株未満 500円相当 1,500円相当

500株以上
1,000株未満 1,000円相当 2,000円相当

1,000株以上 1,500円相当 2,500円相当

継続保有年数

保有株式数

株主優待

売上高 220億円 （前期比   5.4%増）

営業利益 12億円 （前期比 12.7%増）

経常利益 12億50百万円（前期比   0.6%増）
親会社株主に帰属
する当 期 純 利 益 8億20百万円（前期比   1.4%増）

直営 458教室 （子会社5社含む）
FC 1,296教室
■ 北海道   68教室
■ 東北   132教室
■ 北関東・甲信越   230教室
■ 東京   171教室
■ 神奈川・静岡   149教室
■ 千葉   130教室
■ 埼玉   114教室
■ 中部・東海・北陸   221教室
■ 近畿   255教室
■ 中国・四国（山口県除く）   140教室
■ 九州・沖縄（山口県含む）   144教室

（2023年8月31日現在）

　株主の皆様には、日頃より格別のご高配を賜り、厚く御礼申
し上げます。
　当社は第38期を初年度とする中期3ヶ年計画を策定し、中期
経営方針を「ファン・イノベーション“Fan・Fun Innovation”」
としました。第39期は中期経営方針を加速させる年度と位置
づけ、既存の明光義塾を中心とした教育事業に加えて、新たに
人材事業の強化を進めることで、社会環境の変化に強い事業
ポートフォリオへの変革を図りながら、持続的な企業価値の向
上と成長を目指してまいりました。
　その結果として、連結決算で売上高は20,871百万円、営業
利益は1,064百万円、経常利益は1,243百万円、親会社株主に
帰属する当期純利益は809百万円となりました。
　株主の皆様には、今後とも変わらぬご支援を賜りますよう、
よろしくお願い申し上げます。

はじめに

　中期経営計画最終年度は、未来社会に向けてお客様視点
に立ち、「人的資本経営」と「デジタル経営」を実現し、「高い
付加価値」を創造する年度といたしました。
　明光義塾FC事業の再成長を目指す一方で、好調な明光
義塾直営事業によるドミナント戦略を、より積極的に推進し
てまいります。

明光義塾　1,754教室
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証券コード：4668会社概要 （2023年8月31日現在）

商 号 株式会社明光ネットワークジャパン
代 表 者 代表取締役社長　山下一仁
設 立 1984年（昭和59年）9月
資 本 金 9億7,251万円
従業員数 1,040名（連結）

取引銀行 三菱UFJ銀行　三井住友銀行　みずほ銀行　
りそな銀行　三井住友信託銀行

本 社
〒160-0023 東京都新宿区西新宿7丁目20番1号
住友不動産西新宿ビル 30F　
TEL 03-5860-2111

会社概要

上席執行役員
坂元　考行 浅水　真人
執 行 役 員
渡辺　修司 古川　直史 江藤　佳弘 楯山　洋朗

取 締 役 会 長 渡邉　弘毅

代表取締役社長 山下　一仁

取締役副社長 岡本　光太郎

常 務 取 締 役 谷口　康忠

取 締 役 小宮山　大

社 外 取 締 役
常勤監査等委員 神坐　浩
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 青野　奈々子
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 熊王　斉子
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 岩瀬　香奈子
相 談 役 奥井　世志子

取締役・相談役・執行役員

（自己株式数を除く）

発行可能株式数 72,405,000株
発行済株式総数 25,345,492株

１単元の株式数 100株
株主数 86,180名

株式の状況

事 業 年 度 毎年9月1日から翌年8月31日まで
定時株主総会 毎年11月

基 準 日
定時株主総会・期末配当の基準日は毎年8月
31日、中間配当の基準日は毎年2月末日、その
他必要があるときはあらかじめ公告いたします。

公 告 方 法
当会社の公告方法は、電子公告とします。た
だし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない
場合は、日本経済新聞に掲載して行います。

株主メモ

トピックス

経済産業省「リスキリングを通じたキャリアアッ
プ支援事業」の補助対象事業者として、一次公
募・二次公募ともに採択

　政府が進めている「新しい資本主義」の重点テーマと
して人材への投資による日本経済の活性化が掲げられ
ています。この「成長と分配」施策の中でも人的資本へ
の投資、すなわちリスキリングにより人的資本価値を高
め、生産性や賃金の向上を実現する転職を推進する

「労働市場の流動化」の普及拡大が挙げられております。

　そして、政府が推進するリスキリング・学び直しの領
域において、当社グループ会社で人材・研修事業を手
掛ける株式会社明光キャリアパートナーズが、経済産
業省の「リスキリングを通じたキャリアアップ支援事業」
の補助対象事業者として、一次公募に続き二次公募に
も採択されました。
　日本の生産年齢人口の減少、働き手不足という社会
課題に対して、教育×人材で「高い付加価値」を創造し
てまいります。

リスキリング

株主名簿管理人・特別口座の口座管理機関へのお問い合わせ
株主名簿管理人及び特別口座の口座管理機関
三井住友信託銀行株式会社
株主名簿管理人事務取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵送物送付先） 〒168‒0063　東京都杉並区和泉二丁目８番４号
 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先） 電話　0120‒782‒031（フリーダイヤル）
 受付時間　9：00～17：00（土日休日を除く）
インターネットホームページURL
https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/

（よくあるご質問（FAQ））
https://faq-agency.smtb.jp/?site_domain=personal

【株式に関する住所変更等のお手続きについてのご照会】
証券会社の口座をご利用の株主様は、三井住友信託銀行株式会社
ではお手続きができませんので、取引証券会社へご照会ください。
証券会社の口座をご利用でない株主様は、上記電話照会先までご
連絡ください。なお、お手続き方法やよくあるご質問は、上記「よく
あるご質問（FAQ）」サイトでご確認いただけます。

下記URLにアクセスいただき、アクセスキー入力後に表示される
アンケートサイトにてご回答ください。

株主の皆さまの声をお聞かせください

スマートフォンから
カメラ機能で
QRコードを読み取り

QRコードは株式会社デンソーウェーブ
の登録商標です。

https://koekiku.jp
アクセスキー　46684rVm

当社では、株主の皆さまの声を
お聞かせいただくため、
アンケートを実施いたします。
お手数ではございますが、
アンケートへのご協力を
お願いいたします。

ご回答いただいた方の中から抽選で薄謝を進呈させていただきます。

本アンケートは、株式会社プロネクサスの提供する
「コエキク」サービスにより実施いたします。
https://www.pronexus.co.jp/

アンケートのお問い合わせ
「コエキク事務局」
      koekiku@pronexus.co.jp

株式会社明光ネットワークジャパン

〒160-0023
東京都新宿区西新宿7丁目20番1号
住友不動産西新宿ビル30F
TEL 03-5860-2111　
銘柄コード 4668
https://www.meikonet.co.jp

人的資本経営

■人的資本経営の推進
　私たちは、“Purpose”を起点として“蛻変（ぜいへん）”を 繰り返しながら、FanとFunを繋ぐInnovation（＝新結合）により、
時代のニーズを見据えたサービスを提供する事業の創出 と、ファンづくりを推進し、未来への価値を創造することで「人の
可能性をひらく企業グループ」となり輝く未来を実現しま す。
　そのためには、社員それぞれの個性を多様性として活か し、個人の主体性を引出しながらお互いに切磋琢磨し、成長する
ことが不可欠であると考えます。
　「社員の成長こそ明光グループの成長」と捉え、社員の 「スキルと能力開発」、「リーダー育成とサクセッション」、「DXと
CXの推進」、「ダイバーシティ＆インクルージョン」、「Well- being」という人的資本投資を通じ、社員全員が自らの仕事に誇
りを持ち、個々の力を発揮することで、人の可能性をひらく 企業グループとなり輝く未来を実現します。

明光ネットワークジャ パン 人的資本経営

“Purpose” 「やれば できるの記憶をつくる」
未来社会に向けた当社の存在意義、在り 方である“Purpose”、行動指針である“Values”、
そして“Vision”を理解し、共感して、自分 事として主体的に共鳴する 

人的 資本投資

スキルと能力開発

未来を切り開く社員の自律
的学び、成長の支援

リーダー育成と
サクセッション

未来を担うリーダーの創出
を強く推進

DXと CXの推進

CX（ 顧 客体験価値）の
向上を 推進するため
の D X 人材の育成

ダイバーシティ&
インクルージョン

多様なバックグラウンドを
持った人材を活かしその能
力が最大限発揮できる機会
を提供

Well-being

Fun（ワクワク、楽しさ）づく
りこそ人材の成長の原点で
あり、楽しみながらも働きが
いがあり、人材が成長でき
る職場環境を構築

価 値創造

“Vision” 人の可能性をひらく企 業グループとなり輝く未来を実現する




